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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　六方晶フェライト材料の共振周波数を上昇させるための方法であって、前記方法は、
　組成Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を有するＹ相六方晶フェライト材料を提供することと
、
　Ｓｒ部位上において六方晶フェライトにＮａ、Ｋ、または他の一価アルカリ金属をドー
プし、コバルト部位上においてスカンジウムまたはインジウムによって電荷補償すること
とを含む、方法。
【請求項２】
　前記六方晶フェライト材料には、シリコン、アルミニウム、マンガン、または３つの任
意の組合せがドープされる、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記六方晶フェライトには、結晶粒成長抑制物質として作用するシリコンがドープされ
る、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記六方晶フェライトには、マンガンがドープされ、組成中の鉄がＦｅ３＋に還元する
ことを防ぐ、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　電荷補償のためにスカンジウムが用いられる、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
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　電荷補償のためにインジウムが用いられる、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記六方晶フェライトは、周波数１ＧＨｚにおいて約６未満の損失係数を有する、請求
項１に記載の方法。
【請求項８】
　高められた共振周波数を有する六方晶フェライト材料であって、
　組成Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を有するＹ相六方晶フェライト材料を備え、前記材料
は、Ｓｒ部位上においてＮａ、Ｋまたは他の一価アルカリ金属がドープされ、コバルト部
位上にスカンジウムまたはインジウムを含む、六方晶フェライト材料。
【請求項９】
　前記六方晶フェライト材料には、シリコン、アルミニウム、マンガン、または３つの任
意の組合せがドープされる、請求項８に記載の六方晶フェライト材料。
【請求項１０】
　前記六方晶フェライトには、結晶粒成長抑制物質として作用するシリコンがドープされ
る、請求項８に記載の六方晶フェライト材料。
【請求項１１】
　前記六方晶フェライトには、マンガンがドープされ、組成中の鉄がＦｅ３＋に還元する
ことを防ぐ、請求項８に記載の六方晶フェライト材料。
【請求項１２】
　電荷補償のためにスカンジウムが用いられる、請求項８に記載の六方晶フェライト材料
。
【請求項１３】
　電荷補償のためにインジウムが用いられる、請求項８に記載の六方晶フェライト材料。
【請求項１４】
　前記六方晶フェライトは、周波数１ＧＨｚにおいて約６未満の損失係数を有する、請求
項８に記載の六方晶フェライト材料。
【請求項１５】
　高周波装置であって、
　組成Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を有するＹ相六方晶フェライト材料を備え、前記材料
は、Ｓｒ部位上においてＮａ、Ｋまたは他の一価アルカリ金属がドープされ、コバルト部
位上にスカンジウムまたはインジウムを含む、高周波装置。
【請求項１６】
　前記六方晶フェライト材料には、シリコン、アルミニウム、マンガン、または３つの任
意の組合せがドープされる、請求項１５に記載の高周波装置。
【請求項１７】
　電荷補償のためにスカンジウムが用いられる、請求項１５に記載の高周波装置。
【請求項１８】
　電荷補償のためにインジウムが用いられる、請求項１５に記載の高周波装置。
【請求項１９】
　前記六方晶フェライトは、周波数１ＧＨｚにおいて約６未満の損失係数を有する、請求
項１５に記載の高周波装置。
【請求項２０】
　前記装置はアンテナである、請求項１５に記載の高周波装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　優先権出願の引用による援用
　本願は、２０１４年１０月２４日に出願され「INCREASED RESONANT FREQUENCY ALKALI-
DOPED Y-PHASE HEXAGONAL FERRITES」と題された米国仮出願番号第６２／０６８，１４７
号、２０１４年１０月２４日に出願され「INCREASED RESONANT FREQUENCY POTASSIUM-DOP
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ED HEXAGONAL FERRITE」と題された米国仮出願番号第６２／０６８１３９号、２０１４年
１０月２４に出願され「MAGNETODIELECTRIC Y-PHASE STRONTIUM HEXAGONAL FERRITE MATE
RIALS FORMED BY SODIUM SUBSTITUTION」と題された米国仮出願番号第６２／０６８，１
４６号、および２０１４年１０月２４日に出願され「INCORPORATION OF OXIDES INTO FER
RITE MATERIAL FOR IMPROVED RADIOFREQUENCY PROPERTIES」と題された米国仮出願番号第
６２／０６８，１５１号に基づく優先権を主張し、その各々の開示全体が引用により本願
明細書に援用される。
【０００２】
　背景
　分野
　本開示の実施形態は、電子設備に有用な、特に高周波（ＲＦ）電子機器に有用な組成物
および材料を作製する方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　関連技術の説明
　磁気誘電アンテナ用途については、（より良好な小型化係数および自由空間におけるイ
ンピーダンス整合のために）可能な限り高い透磁率と、可能な限り大きな共振周波数（最
大動作周波数）とを有することが有利であり得る。しかし、透磁率がより高い当該技術に
おいて既知の材料は、たとえば共振周波数は１ＧＨｚを優に超えるが透磁率はわずか２で
あるなど、磁気共振周波数が低い傾向にある。
【０００４】
　いくつかの従来の解決策によって透磁率が上昇してきたが、約５００ＭＨｚの最大使用
可能周波数に制限されている。共振周波数のいくらかの控えめな向上を詳述してきたが、
六方晶フェライト材料について使用可能な周波数範囲を著しく拡張していない。
【０００５】
　さらに、５００ＭＨｚ以上の周波数で動作することができるアンテナシステムを小型化
することが有利であり得る。この小型化を実現する１つの方法は、小型化係数が所与の周
波数における透磁率および誘電率の積の平方根に比例する磁気誘電アンテナを用いること
である。この場合、ＲＦ放射との磁気的な相互作用を利用して、誘電体部品と共にアンテ
ナを小型化する。他の検討事項は、材料が絶縁していなければならない点と、インピーダ
ンス不整合および反射損失を最小化するために誘電率および透磁率が可能な限り互いに近
いことが有利であるという点とである。向上した材料についての１つの障壁は、透磁率が
７００ＭＨｚを超え明らかに低損失である絶縁磁性材料がないということである。所与の
周波数における透磁率を向上させるかまたは磁気Ｑを上昇させることは、磁気誘電アンテ
ナの使用周波数を、商業的にかつ軍事的に重要なマイクロ波領域に上昇させることになる
。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　概要
　六方晶フェライト材料の共振周波数を上昇させるための方法であって、組成Ｓｒ２Ｃｏ

２Ｆｅ１２Ｏ２２を有するＹ相六方晶フェライト材料を提供することと、Ｓｒ部位上にお
いて六方晶フェライトにＮａ、Ｋ、または他の一価アルカリ金属をドープし、コバルト部
位上においてスカンジウムまたはインジウムによって電荷補償することとを含む方法の実
施形態が本願明細書に開示される。
【０００７】
　いくつかの実施形態では、六方晶フェライト材料に、シリコン、アルミニウム、マンガ
ン、または３つの任意の組合せをドープすることができる。いくつかの実施形態では、六
方晶フェライトにシリコンをドープすることができ、シリコンは結晶粒成長抑制物質とし
て作用する。いくつかの実施形態では、六方晶フェライトにマンガンをドープすることが
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でき、マンガンは組成中の鉄がＦｅ３＋に還元するのを防ぐ。
【０００８】
　いくつかの実施形態では、電荷補償のためにスカンジウムを用いることができる。いく
つかの実施形態では、電荷補償のためにインジウムを用いることができる。
【０００９】
　いくつかの実施形態では、六方晶フェライトは、周波数１ＧＨｚにおいて約６未満の損
失係数を有することができる。
【００１０】
　高められた共振周波数を有する六方晶フェライト材料であって、組成Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ

１２Ｏ２２を有するＹ相六方晶フェライト材料を備え、材料は、Ｓｒ部位上においてＮａ
、Ｋまたは他の一価アルカリ金属がドープされ、コバルト部位上にスカンジウムまたはイ
ンジウムを含む六方晶フェライト材料の実施形態も本願明細書に開示される。
【００１１】
　いくつかの実施形態では、六方晶フェライト材料に、シリコン、アルミニウム、マンガ
ン、または３つの任意の組合せをドープすることができる。いくつかの実施形態では、六
方晶フェライトにシリコンをドープすることができ、シリコンは結晶粒成長抑制物質とし
て作用する。いくつかの実施形態では、六方晶フェライトにマンガンをドープすることが
でき、マンガンは組成中の鉄がＦｅ３＋に還元するのを防ぐ。
【００１２】
　いくつかの実施形態では、電荷補償のためにスカンジウムを用いることができる。いく
つかの実施形態では、電荷補償のためにインジウムを用いることができる。
【００１３】
　いくつかの実施形態では、六方晶フェライトは、周波数１ＧＨｚにおいて約６未満の損
失係数を有することができる。
【００１４】
　組成Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を有するＹ相六方晶フェライト材料を備える高周波装
置であって、材料は、Ｓｒ部位上においてＮａ、Ｋまたは他の一価アルカリ金属がドープ
され、コバルト部位上にスカンジウムまたはインジウムを含む高周波装置の実施形態も本
願明細書に開示される。
【００１５】
　いくつかの実施形態では、六方晶フェライト材料に、シリコン、アルミニウム、マンガ
ン、または３つの任意の組合せをドープすることができる。いくつかの実施形態では、六
方晶フェライトにシリコンをドープすることができ、シリコンは結晶粒成長抑制物質とし
て作用する。いくつかの実施形態では、六方晶フェライトにマンガンをドープすることが
でき、マンガンは組成中の鉄がＦｅ３＋に還元するのを防ぐ。
【００１６】
　いくつかの実施形態では、電荷補償のためにスカンジウムを用いることができる。いく
つかの実施形態では、電荷補償のためにインジウムを用いることができる。
【００１７】
　いくつかの実施形態では、六方晶フェライトは、周波数１ＧＨｚにおいて約６未満の損
失係数を有することができる。
【００１８】
　ｙ相六方晶フェライト材料にカリウムをドープするための方法であって、ｙ相ストロン
チウム六方晶フェライト材料を提供することと、高い共振周波数六方晶フェライトを形成
するために、ストロンチウムの少なくとも一部を、カリウムを含む三価イオン組成または
カリウムを含む四価イオン組成で置換することとを含み、三価イオンが置換に用いられる
場合、組成はＳｒ２－ｘＫｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｍは任意の三価イオ
ンであり、四価イオンが置換に用いられる場合、組成はＳｒ２－２ｘＫ２ｘＣｏ２－ｘＮ

ｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｎは任意の四価イオンである方法の実施形態が本願明細書に開
示される。
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【００１９】
　いくつかの実施形態では、ｘは三価置換では０～１．５、四価置換では０～０．７５で
あり得る。いくつかの実施形態では、ｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料はＳｒ２

Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を含むことができる。
【００２０】
　いくつかの実施形態では、Ｍは、Ｓｃ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｃｒ、Ｇａ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、
Ｙｂ、またはランタニドイオンのいずれかから成るグループから選択されることができる
。いくつかの実施形態では、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、
またはＴｂから成るグループから選択されることができる。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、ストロンチウムの少なくとも一部をカリウムで置換すること
は、炭酸カリウムをｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料に添加することを含むこと
ができる。
【００２２】
　いくつかの実施形態では、高共振周波数六方晶フェライトは、１ＧｈＺにおいて１未満
の損失係数を有することができる。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、高共振周波数六方晶フェライトは、Ｓｒ１．７５Ｋ０．２５

Ｃｏ１．７５Ｓｃ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２またはＳｒ１．７５Ｋ０．２５Ｃｏ１．７５Ｉ
ｎ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２の組成を有することができる。いくつかの実施形態では、高共
振周波数六方晶フェライトは、Ｓｒ１．５Ｋ０．５Ｃｏ１．５Ｓｃ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２

またはＳｒ１．５Ｋ０．５Ｃｏ１．５Ｉｎ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２の組成を有することがで
きる。
【００２４】
　高周波動作において使用されるアンテナであって、高共振周波数六方晶フェライトを形
成するためにストロンチウムの少なくとも一部がカリウムを含む三価イオン組成またはカ
リウムを含む四価イオン組成で置換されたｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料を備
え、三価イオンが置換に用いられる場合は、組成はＳｒ２－ｘＫｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１

２Ｏ２２であり、Ｍは任意の三価イオンであり、四価イオンが置換に用いられる場合は、
組成はＳｒ２－２ｘＫ２ｘＣｏ２－ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｎは任意の四価イオン
であるアンテナの実施形態も本願明細書に開示される。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、ｘは三価置換では０～１．５、四価置換では０～０．７５で
あり得る。いくつかの実施形態では、ｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料はＳｒ２

Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を含むことができる。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、Ｍは、Ｓｃ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｃｒ、Ｇａ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、
Ｙｂ、またはランタニドイオンのいずれかから成るグループから選択されることができる
。いくつかの実施形態では、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、
またはＴｂから成るグループから選択されることができる。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、カリウムは炭酸カリウムを含むことができる。
　いくつかの実施形態では、高共振周波数六方晶フェライトは、１ＧｈＺにおいて１未満
の損失係数を有することができる。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、高共振周波数六方晶フェライトは、Ｓｒ１．７５Ｋ０．２５

Ｃｏ１．７５Ｓｃ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２またはＳｒ１．７５Ｋ０．２５Ｃｏ１．７５Ｉ
ｎ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２の組成を有することができる。いくつかの実施形態では、高共
振周波数六方晶フェライトは、Ｓｒ１．５Ｋ０．５Ｃｏ１．５Ｓｃ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２

またはＳｒ１．５Ｋ０．５Ｃｏ１．５Ｉｎ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２の組成を有することがで
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きる。
【００２９】
　カリウムがドープされたｙ相六方晶フェライト材料であって、高共振周波数六方晶フェ
ライトを形成するためにストロンチウムの少なくとも一部がカリウムを含む三価イオン組
成またはカリウムを含む四価イオン組成で置換されたｙ相ストロンチウム六方晶フェライ
ト材料を含み、三価イオンが置換に用いられる場合は、組成はＳｒ２－ｘＫｘＣｏ２－ｘ

ＭｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｍは任意の三価イオンであり、四価イオンが置換に用いられ
る場合は、組成はＳｒ２－２ｘＫ２ｘＣｏ２－ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｎは任意の
四価イオンであるｙ相六方晶フェライト材料の実施形態も本願明細書に開示される。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、ｘは三価置換では０～１．５、四価置換では０～０．７５で
あり得る。いくつかの実施形態では、ｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料はＳｒ２

Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２を含むことができる。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、Ｍは、Ｓｃ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｃｒ、Ｇａ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、
Ｙｂ、またはランタニドイオンのいずれかから成るグループから選択されることができる
。いくつかの実施形態では、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、
またはＴｂから成るグループから選択されることができる。
【００３２】
　いくつかの実施形態では、カリウムは炭酸カリウムを含むことができる。
　いくつかの実施形態では、高共振周波数六方晶フェライトは、１ＧｈＺにおいて１未満
の損失係数を有することができる。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、高共振周波数六方晶フェライトは、Ｓｒ１．７５Ｋ０．２５

Ｃｏ１．７５Ｓｃ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２またはＳｒ１．７５Ｋ０．２５Ｃｏ１．７５Ｉ
ｎ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２の組成を有することができる。いくつかの実施形態では、高共
振周波数六方晶フェライトは、Ｓｒ１．５Ｋ０．５Ｃｏ１．５Ｓｃ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２

またはＳｒ１．５Ｋ０．５Ｃｏ１．５Ｉｎ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２の組成を有することがで
きる。
【００３４】
　ｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料を備える磁気誘電六方晶フェライトであって
、ｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料はストロンチウムを置換したナトリウムを有
し、磁気誘電六方晶フェライトを形成するために三価または四価イオンを含み、三価イオ
ンが用いられる場合は、磁気誘電六方晶フェライトの組成はＳｒ２－ｘＮａｘＣｏ２－ｘ

ＭｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｍは三価イオンであり、四価イオンが用いられる場合は、磁
気誘電六方晶フェライトの組成はＳｒ２－２－２ｘＮａ２ｘＣｏ２ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２

であり、Ｎは四価イオンである磁気誘電六方晶フェライトの実施形態が本願明細書に開示
される。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、Ｍは、Ａｌ、Ｇａ、Ｓｃ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｙｂ、Ｅｒ、
Ｙまたは他のランタニドから成るグループから選択されることができる。いくつかの実施
形態では、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、またはＴｂから成
るグループから選択されることができる。いくつかの実施形態では、ｘは三価置換では０
～約１．５、四価置換では０～約０．７５であり得る。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライトは、組成Ｓｒ１．７５Ｎａ０．２

５Ｃｏ１．７５Ｍ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２を有することができる。いくつかの実施形態で
は、磁気誘電六方晶フェライトは、組成Ｓｒ１．５Ｎａ０．５Ｃｏ１．５Ｍ０．５Ｆｅ１

２Ｏ２２を有することができる。
【００３７】
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　いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライトの損失係数は、周波数１ＧｈＺま
で４未満にとどまることができる。いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライト
は、１ＧｈＺまでおよそ５とおよそ６との間の透磁率を有することができる。
【００３８】
　六方晶フェライト材料の磁気特性を向上させるための方法であって、ストロンチウムの
代わりにｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料中にナトリウムを置換することと、磁
気誘電六方晶フェライトを形成するために三価または四価イオンのいずれかを用いて電荷
平衡することとを含み、三価イオンが用いられる場合は、磁気誘電六方晶フェライトの組
成はＳｒ２－ｘＮａｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｍは三価イオンであり、四
価イオンが用いられる場合は、磁気誘電六方晶フェライトの組成はＳｒ２－２－２ｘＮａ

２ｘＣｏ２ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｎは四価イオンである方法の実施形態も本願明
細書に開示される。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、Ｍは、Ａｌ、Ｇａ、Ｓｃ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｙｂ、Ｅｒ、
Ｙまたは他のランタニドから成るグループから選択されることができる。いくつかの実施
形態では、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、またはＴｂから成
るグループから選択されることができる。いくつかの実施形態では、ｘは三価置換では０
～約１．５、四価置換では０～約０．７５であり得る。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライトは、組成Ｓｒ１．７５Ｎａ０．２

５Ｃｏ１．７５Ｍ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２を有することができる。いくつかの実施形態で
は、磁気誘電六方晶フェライトは、組成Ｓｒ１．５Ｎａ０．５Ｃｏ１．５Ｍ０．５Ｆｅ１

２Ｏ２２を有することができる。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライトの損失係数は、周波数１ＧｈＺま
で４未満にとどまることができる。いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライト
は、１ＧｈＺまでおよそ５とおよそ６との間の透磁率を有することができる。
【００４２】
　ストロンチウムを置換したナトリウムを有し、磁気誘電六方晶フェライトを形成するた
めに三価または四価イオンを含むｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料を備える磁気
誘電アンテナであって、三価イオンが用いられる場合は、磁気誘電六方晶フェライトの組
成はＳｒ２－ｘＮａｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｍは三価イオンであり、四
価イオンが用いられる場合は、磁気誘電六方晶フェライトの組成はＳｒ２－２－２ｘＮａ

２ｘＣｏ２ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２であり、Ｎは四価イオンである磁気誘電アンテナの実施
形態も本願明細書に開示される。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、Ｍは、Ａｌ、Ｇａ、Ｓｃ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｙｂ、Ｅｒ、
Ｙまたは他のランタニドから成るグループから選択されることができる。いくつかの実施
形態では、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、またはＴｂから成
るグループから選択されることができる。いくつかの実施形態では、ｘは三価置換では０
～約１．５、四価置換では０～約０．７５であり得る。
【００４４】
　いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライトは、組成Ｓｒ１．７５Ｎａ０．２

５Ｃｏ１．７５Ｍ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２を有することができる。いくつかの実施形態で
は、磁気誘電六方晶フェライトは、組成Ｓｒ１．５Ｎａ０．５Ｃｏ１．５Ｍ０．５Ｆｅ１

２Ｏ２２を有することができる。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライトの損失係数は、周波数１ＧｈＺま
で４未満にとどまることができる。いくつかの実施形態では、磁気誘電六方晶フェライト
は、１ＧｈＺまでおよそ５とおよそ６との間の透磁率を有することができる。
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【００４６】
　追加的な酸化物を組込んで六方晶フェライトの磁気特性を上昇させるための方法であっ
て、ｙ相六方晶フェライト材料を提供することと、高められた六方晶フェライト材料を形
成するためにＳｒ３Ｃｏ２Ｆｅ２４Ｏ４１、ＳｒＦｅ１２Ｏ１９またはＣｏＦｅ２Ｏ４の
化学量論比と一致する酸化物を組込むこととを含む方法の実施形態が本願明細書に開示さ
れる。
【００４７】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、単一相であり得る。い
くつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、２つの別個の相であり得る
。
【００４８】
　いくつかの実施形態では、Ｙ相六方晶フェライト材料は、Ｓｒ１．６Ｎａ０．４Ｃｏ１

．６Ｓｃ０．４Ｆｅ１１Ｏ２２を含むことができる。いくつかの実施形態では、酸化物は
、ＣｏＦｅ２Ｏ４を含むことができる。いくつかの実施形態では、酸化物は、ＳｒＦｅ１

２Ｏ１９を含むことができる。いくつかの実施形態では、２重量％の酸化物をｙ相六方晶
フェライト材料に組込むことができる。
【００４９】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚにおいて
約２０より大きいＱ値を有することができる。いくつかの実施形態では、高められた六方
晶フェライト材料は、１ＧＨｚにおいて約１５より大きいＱ値を有することができる。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚ～１ＧＨ
ｚまで６と８との間の透磁率を有することができる。いくつかの実施形態では、高められ
た六方晶フェライト材料は、約１０～１１の誘電率を有することができる。
【００５１】
　磁気特性が上昇した高められた六方晶フェライトであって、ｙ相六方晶フェライト材料
を備え、ｙ相六方晶フェライト材料は、Ｓｒ３Ｃｏ２Ｆｅ２４Ｏ４１、ＳｒＦｅ１２Ｏ１

９またはＣｏＦｅ２Ｏ４の化学量論比と一致する酸化物が中に組込まれた、高められた六
方晶フェライトの実施形態も本願明細書に開示される。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、単一相であり得る。い
くつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、２つの別個の相であり得る
。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、Ｙ相六方晶フェライト材料は、Ｓｒ１．６Ｎａ０．４Ｃｏ１

．６Ｓｃ０．４Ｆｅ１１Ｏ２２を含むことができる。いくつかの実施形態では、酸化物は
、ＣｏＦｅ２Ｏ４を含むことができる。いくつかの実施形態では、酸化物は、ＳｒＦｅ１

２Ｏ１９を含むことができる。いくつかの実施形態では、２重量％の酸化物をｙ相六方晶
フェライト材料に組込むことができる。
【００５４】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚにおいて
約２０より大きいＱ値を有することができる。いくつかの実施形態では、高められた六方
晶フェライト材料は、１ＧＨｚにおいて約１５より大きいＱ値を有することができる。
【００５５】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚ～１ＧＨ
ｚまで６と８との間の透磁率を有することができる。いくつかの実施形態では、高められ
た六方晶フェライト材料は約１０～１１の誘電率を有することができる。
【００５６】
　高周波用途で使用される高周波アンテナであって、ｙ相六方晶フェライト材料を備え、
ｙ相六方晶フェライト材料は、高められた六方晶フェライト材料を形成するためにＳｒ３
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Ｃｏ２Ｆｅ２４Ｏ４１、ＳｒＦｅ１２Ｏ１９またはＣｏＦｅ２Ｏ４の化学量論比と一致す
る酸化物が中に組込まれた高周波アンテナの実施形態も本願明細書に開示される。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、単一相であり得る。い
くつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、２つの別個の相であり得る
。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、Ｙ相六方晶フェライト材料はＳｒ１．６Ｎａ０．４Ｃｏ１．

６Ｓｃ０．４Ｆｅ１１Ｏ２２を含むことができる。いくつかの実施形態では、酸化物は、
ＣｏＦｅ２Ｏ４を含むことができる。いくつかの実施形態では、酸化物は、ＳｒＦｅ１２

Ｏ１９を含むことができる。いくつかの実施形態では、２重量％の酸化物をｙ相六方晶フ
ェライト材料に組込むことができる。
【００５９】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚにおいて
約２０より大きいＱ値を有することができる。いくつかの実施形態では、高められた六方
晶フェライト材料は、１ＧＨｚにおいて約１５より大きいＱ値を有することができる。
【００６０】
　いくつかの実施形態では、高められた六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚ～１ＧＨ
ｚまで６と８との間の透磁率を有することができる。いくつかの実施形態では、高められ
た六方晶フェライト材料は、約１０～１１の誘電率を有することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】Ｙ相六方晶フェライトの実施形態についての周波数に対する透磁率を例示する図
である。
【図２】Ｙ相六方晶フェライトの実施形態の結晶構造を例示する図である。
【図３】炭酸カリウムのないＹ相六方晶フェライトの実施形態についての周波数に基づく
透磁率および損失係数を例示する図である。
【図４】炭酸カリウムを有するＹ相六方晶フェライトの実施形態についての周波数に基づ
く透磁率および損失係数を例示する図である。
【図５】スカンジウムを有し、０．２５重量％のカリウムを組込んだＹ相六方晶フェライ
トの実施形態についての周波数に基づく透磁率および損失係数を例示する図である。
【図６】インジウムを有し、０．２５重量％のカリウムを組込んだＹ相六方晶フェライト
の実施形態についての周波数に基づく透磁率および損失係数を例示する図である。
【図７】スカンジウムを有し、０．５重量％のカリウムを組込んだＹ相六方晶フェライト
の実施形態についての周波数に基づく透磁率および損失係数を例示する図である。
【図８】インジウムを有し、０．５重量％のカリウムを組込んだＹ相六方晶フェライトの
実施形態についての周波数に基づく透磁率および損失係数を例示する図である。
【図９】スカンジウムを有し、０．２５重量％のナトリウムを組込んだＹ相六方晶フェラ
イトの実施形態についての周波数に基づく透磁率および損失係数を例示する図である。
【図１０】スカンジウムを有し、０．５重量％のナトリウムを組込んだＹ相六方晶フェラ
イトの実施形態についての周波数に基づく透磁率および損失係数を例示する図である。
【図１１】Ｙ相六方晶フェライトの実施形態を組込んだセラミック材料を製造するように
実施することができるプロセスの実施形態を示す図である。
【図１２】Ｙ相六方晶フェライトの実施形態を組込んだ粉末材料から成形物を形成するよ
うに実施することができるプロセスの実施形態を示す図である。
【図１３】図１２のプロセスのさまざまな段階の例を示す図である。
【図１４】図１２および図１３の例により形成された成形物を焼結するように実施するこ
とができるプロセスの実施形態を示す図である。
【図１５】図１４のプロセスのさまざまな段階の例を示す図である。
【図１６】Ｙ相六方晶フェライトの実施形態についての透磁率および損失係数を例示する
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図である。
【図１７】Ｙ相六方晶フェライトの実施形態についての透磁率および損失係数を例示する
図である。
【図１８】組込んだ酸化物を有するＹ相六方晶フェライトの実施形態についての透磁率お
よび磁気Ｑを例示する図である。
【図１９】六方晶フェライト材料を形成する方法の実施形態を例示するフローチャートで
ある。
【図２０】六方晶フェライト材料を形成する方法の実施形態を例示するフローチャートで
ある。
【図２１】開示される六方晶フェライト材料の実施形態を組込むことができる電力増幅器
モジュールの図である。
【図２２】開示される六方晶フェライト材料の実施形態を組込むことができる無線装置で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００６２】
　詳細な説明
　磁気誘電材料として使用するのに有利であり得る材料の実施形態が本願明細書に開示さ
れる。これらの磁気誘電材料は、ある好都合な材料特性により、アンテナ、変圧器、イン
ダクタ、サーキュレータ、および吸収装置などの高周波（ＲＦ）装置に特に有用であり得
る。たとえば、本願明細書に開示される磁気誘電材料は、良好な品質を維持しつつ高周波
レベルにおいて用いることができ、したがって、当該材料が組込まれるアンテナおよび他
の装置の周波数上限を上昇させることができる。加えて、開示される磁気誘電材料によっ
て与えられる特性のいくつかは、好都合な小型化係数、場（field）集中の低減、および
より良好なインピーダンス整合であり得、これらはすべて高周波装置に有利である。さら
に、図１に示されるように、開示される材料の実施形態の透磁率は、テストされた周波数
範囲の全体にわたって比較的一定のままであり、したがって当該材料を、アンテナ、特に
様々な異なる周波数範囲を使用する者にとって有利にすることができる。
【００６３】
　磁気誘電材料における最近の進歩は、高周波アンテナを小型化したいという要望によっ
て部分的に推進され、したがって所望の帯域幅、インピーダンスおよび低誘電損失を維持
しつつ、アンテナの全接地面積を縮小している。向上した共振周波数および低誘電損失を
有する材料および磁気誘電材料を作製する方法が本願明細書に開示され、したがって、少
なくとも高周波電子機器で使用するのに有利な材料を提供する。アンテナ性能のための２
つの性能指数は、小型化係数および帯域幅を含む。第一に、小型化係数は以下の式によっ
て決定される。
【００６４】
【数１】

【００６５】
ここでｄｅｆｆ／ｄｏは小型化係数であり、εｒはアンテナ材料の誘電率であり、μｒは
アンテナ材料の透磁率である。εｒおよびμｒは双方とも、磁性酸化物アンテナの周波数
に依存する。第二に、有効帯域幅（または効率）は以下の式によって決定される。
【００６６】

【数２】

【００６７】
ここでη／ηｏは材料の効率（または帯域幅）を表す。μｒが最大化されると、この効率
は最大化される。その上、μｒ＝εｒであれば、自由空間との完全なインピーダンス整合
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がある。
【００６８】
　六方晶フェライト
　磁気誘電用途について有利な磁気特性を有することができる一種の材料は、六方晶フェ
ライトである。六方晶フェライト、すなわちヘキサフェライトは、それらの結晶構造に直
接結合することができる磁気特性を有する。たとえば、六方晶フェライトはすべて結晶磁
気異方性を有し、誘起磁場に対する反応は結晶構造によって好ましい方位を有する。加え
て、特に六方晶フェライト系は、有用なアンテナ周波数であるマイクロ波（１００ＭＨｚ
～２０ＧＨｚ）周波数における透磁率および吸収性が高いことから望ましい場合がある。
【００６９】
　六方晶フェライト結晶系は、概してマグネトプラムバイトとストロンチウム（Ｓｒ）ま
たはバリウム（Ｂａ）を含有するスピネル構造との連晶、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）
、ニッケル（Ｎｉ）、またはマンガン（Ｍｎ）などの２価カチオン、および三価Ｆｅであ
る結晶構造を含むことができる。六方晶フェライトは、マグネトプラムバイトセルに基づ
く様々な異なる結晶構造で形成され得る。これらの構造は、Ｍ相（ＳｒＦｅ１２Ｏ１９）
、Ｗ相（ＢａＭｅ２Ｆｅ１６Ｏ２７）、Ｙ相（Ｓｒ２Ｍｅ２Ｆｅ１２Ｏ２２）、およびＺ
相（Ｂａ３Ｍｅ２Ｆｅ２４Ｏ４２）、ならびに当該構造の組合せを含む。図２は、Ｙ相六
方晶フェライトの結晶構造を例示する。
【００７０】
　典型的な六方晶フェライトはバリウムを含有するが、ストロンチウムなどの同様の大き
さの原子でバリウム原子を置換することができる。したがって、構造は概して同じ形状を
保持するはずであるため、バリウム原子をストロンチウム原子で置換することは、材料の
特性に悪影響を及ぼすようなことはない。実際には、以下に示されるように、バリウムの
代わりにストロンチウムを使用することにより、六方晶フェライトの磁気誘電特性を向上
させる他の処理方法を可能とすることができる。
【００７１】
　たとえば高周波アンテナまたは他のＲＦ装置で使用される磁気誘電材料として特に有利
であり得る一つの例示的な六方晶フェライトは、Ｙ相ストロンチウムコバルトフェライト
（Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２）であり、一般にＣｏ２Ｙと略記される。向上した共振周
波数、低い磁気損失、および高いＱ係数値といったＲＦ用途に有用な向上した磁気特性を
有するこの種のＹ相六方晶フェライトならびにそれらを製造する方法の実施形態が本願明
細書に開示される。
【００７２】
　本開示の実施形態は、高周波用途で用いられる六方晶フェライト材料の性能特性を向上
させるための方法および処理技術を教示する。ある実施形態は、磁歪（magnetorestricti
on）が低減し、共振周波数が向上し、より高い周波数における透磁率が拡張されたＹ相六
方晶フェライト系Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２（Ｃｏ２Ｙ）を製造するための向上した方
法および処理技術を提供する。
【００７３】
　磁気誘電特性
　材料のある特性は、高周波アンテナなどの磁気誘電用途で使用するのに有利であり得る
。これらの特性は、透磁率、誘電率、磁気異方性、磁気損失、および磁気Ｑ値を含むが、
これらに限定されない。
【００７４】
　透磁率は、材料がその内部での磁場の形成を支持する能力の尺度である。換言すると、
透磁率は、印加磁場に応じて材料が得る磁化の程度である。したがって、より高い透磁率
、すなわちミュー′またはμ′によって、材料がより高い磁場を支持することが可能とな
る。したがって、高周波用途での使用には高透磁率を有することが有利であり得る。
【００７５】
　比透磁率および比誘電率は、高周波アンテナ用途における磁性材料の性能を示す特性で



(12) JP 6506151 B2 2019.4.24

10

20

30

40

50

ある。比透磁率は、自由空間のそれに対する、印加磁場に直線的に応答する材料の磁化の
程度の尺度である（μｒ＝μ／μｏ）。比誘電率（εｒ）は、自由空間の分極率に対する
材料の電子分極率の相対的な尺度である（εｒ＝ε／εｏ）。一般に、透磁率（μ′）は
、２つの成分、高い周波数に応じたスピン回転Ｘｓｐと、マイクロ波周波数において制動
される磁壁移動Ｘｄｗとに分離することができる。透磁率は、概してμ′＝１＋Ｘｄｗ＋
Ｘｓｐによって表わされることができる。
【００７６】
【数３】

【００７７】
　磁気誘電アンテナ材料の別の特性は、磁気損失率である。磁気損失正接は、材料中の磁
気応答が、ある周波数において（この場合は電磁放射からの）印加磁場の周波数と同相で
あることができることを示す。これは、ｔａｎδｍ＝μ″／μ′と表される。磁気Ｑは、
磁気損失正接の逆数である。Ｑ＝１／ｔａｎδｍである。たとえば、ある周波数において
損失係数が高い場合、材料はその周波数において動作することができないことになる。し
たがって、磁気誘電材料が５００ＭＨｚ以上、８００ＭＨｚ以上、または１ＧＨｚ以上な
どのより高い周波数まで低い磁気損失正接を有することが有利であり得る。そうすれば当
該材料をそれらの高周波における用途で用いることができるからである。２０以上の磁気
Ｑ係数がいくつかの用途に有利である。これは、選択された範囲前後において他の信号か
らの干渉のない特定の高周波信号をアンテナが選択するのに特に有用であり得る。
【００７８】
　カリウム（Ｋ）による置換
　いくつかの実施形態では、Ｙ相六方晶フェライト材料の結晶構造においてカリウム（Ｋ
）を置換することによって、六方晶フェライト材料を向上させることができる。この組込
みは、本開示全体を通じて述べられる磁気特性を向上させるための他の方法の有無に関わ
らず行うことができる。
【００７９】
　Ｙ相六方晶フェライトなどの材料の共振周波数を上昇させるために、少量のアルカリ金
属を組成中にドープすることができる。たとえば、リチウム、ナトリウム、カリウム、お
よびルビジウムをすべて六方晶フェライトにドープすることができる。その際、アルカリ
金属のための場所を空けるためにストロンチウム原子を置換することができる。このアル
カリ金属の添加は、鉄がＦｅ２＋状態に還元することを防ぐことができる。１＋酸化状態
を有するアルカリ金属が２＋酸化状態を有するＳｒを置換するため、Ｆｅ３＋がＦｅ２＋

に転換する尤度が低下する。なぜならこの場合、平均金属酸化状態が低くなり過ぎるから
である。したがって、焼結中の鉄の還元が阻止される。鉄の還元を回避することによって
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、共振周波数の閾値をあらかじめ取得した値よりも高く押上げることができる。Ｆｅ２＋

は、共振周波数を低下させ、磁気損失正接および誘電損失正接の双方に寄与する。したが
って、上昇した共振周波数は、減少した磁気損失正接と共に、磁気Ｑ係数の対応する増大
をもたらすことができ、開示される材料の実施形態が、磁気誘電材料としての有利な効用
を有することが可能となる。
【００８０】
　いくつかの実施形態では、カリウム（Ｋ）は、たとえば炭酸カリウムの形態でＳｒ２Ｃ
ｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２に余剰材料として添加され得る。しかし、他のカリウム源を使用する
こともでき、特定のカリウム組成は限定的なものではない。さらに、いくつかの実施形態
では、カリウムは、結晶構造上のストロンチウム部位に置換することができる。炭酸カリ
ウムは、適度の量の酸化物混合物を有する構造に添加することができ、たとえば材料の熱
処理中に構造に組込まれることができる。
【００８１】
　ストロンチウムおよびカリウムは、それらの原子に対して異なる電荷、ストロンチウム
については２＋およびカリウム（またはナトリウム）については１＋を有し、したがって
、何らかの電荷平衡を用いて、Ｙ相六方晶フェライトの結晶構造のいずれかの著しいまた
は有害な歪みを回避することができる。いくつかの実施形態では、三価または四価種で（
ストロンチウムと同様に２＋電荷を有する）コバルトを置換することができ、Ｓｒ２＋を
Ｋ＋で置換することによって生じる電荷不均衡を補償することができ、したがって概ね均
衡した化学構造がもたらされる。電荷平衡をもたらすことができることにより、２つの化
合物群、すなわち一方はコバルトの三価イオン置換のための化合物群、他方はコバルトの
四価イオン置換のための化合物群を用いることができる。
【００８２】
　三価イオン置換については、以下の例示的な組成をある実施形態において用いることが
できる。
【００８３】
　　　Ｓｒ２－ｘＫｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２２

ここでＭは任意の三価イオンであり得る。たとえば、Ｍは、Ｓｃ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｃｒ、Ｇ
ａ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｙｂ、Ｅｒ、Ｙ、またはランタニドイオンのいずれかであり得、
特定の要素は限定的なものではない。さらに、ｘ値は約０～約１．５の範囲にあり得る。
いくつかの実施形態では、０．２＜ｘ＜０．７である。
【００８４】
　四価イオン置換については、以下の例示的な組成をある実施形態において用いることが
できる。
【００８５】
　　　Ｓｒ２－２ｘＫ２ｘＣｏ２－ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２

ここでＮは任意の四価イオンであり得る。たとえば、Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓ
ｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、ＨｆまたはＴｂであり得、特定の要素は限定的なものではない。ここで
も、いくつかの実施形態において、ｘ値は約０～０．７５の範囲にあり得る。いくつかの
実施形態では、０．２＜ｘ＜０．５である。
【００８６】
　図３～図４は、炭酸カリウムを添加する上記で開示した置換技術を用いたインピーダン
ススペクトルを示す。典型的に、インピーダンススペクトルは、インピーダンス分光法ま
たは電気化学インピーダンス分光法としても知られている誘電分光法を用いて行なわれる
。インピーダンススペクトルは、媒体の異なる誘電特性を異なる周波数の関数として有利
に示すことができる。
【００８７】
　図３～図４では、インピーダンススペクトルは、周波数範囲全体にわたる透磁率（μ′
）および損失係数（μ″）の双方を示す。高周波用途で用いられる磁気誘電材料が、周波
数範囲全体にわたる最小の特性変化、特に、それらの特定の周波数において最小のμ″お
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よびしたがって最小損失正接を有することが有利となり得る。損失正接が上昇または急上
昇し始めると、材料は、その特定の周波数範囲を用いたアンテナ用途に好適でなくなり得
る。
【００８８】
　損失正接スパイクを最小化すると共に、損失正接におけるスパイク（すなわち急速な上
昇）を可能な限り高い周波数に調節することが有利であり得る。言及したように、損失正
接が急上昇すると、材料はそれらの特定の周波数においてあまり有用でなくなり得る。し
たがって、より高い周波数において損失正接スパイクを有することは、最小限の損失で（
スパイクまでの）より高い周波数において当該材料を使用することができることを概して
意味し得る。
【００８９】
　特に、図３は、炭酸カリウムの組込みのない透磁率を例示する。したがって、組成は、
炭酸カリウムを使用しない純焼結されたＳｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２である。
【００９０】
　図３に示されるように、材料のμ″（損失係数）は、低周波において大幅に変動するこ
とができる。さらに、周波数が上昇するにつれて、μ″は、概して指数成長を開始するま
で（より低い周波数の変動の多くを減少させた後）着実に増大する。
【００９１】
　一方、図４は、炭酸カリウムが添加されるＳｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２についての透磁
率および損失係数を例示する。
【００９２】
　図４に示されるように、Ｙ相六方晶フェライト材料の実施形態の損失係数は、図３に示
されるものよりも低くなり得る。さらに、周波数が１～１０ＭＨｚの間などのある点まで
上昇するにつれ、図４に示される損失係数は実際に低下する。約１００ＭＨｚ～約８００
ＭＨｚの範囲では、損失係数は、上昇する前に約０．７において比較的安定したままであ
る。しかし、より高い周波数１ＧＨｚでも、材料はわずか１前後の損失係数を依然として
有する。炭酸カリウムのない前の図３に戻ると、炭酸カリウムの添加がＹ相六方晶フェラ
イト材料の損失係数を大幅に低減させ、高周波無線周波数用途に有利となることが明らか
に示されている。
【００９３】
　さらに、図１は、炭酸カリウムの組込みのない開示されている材料の実施形態について
の周波数に対する透磁率のグラフを示す。図１に示されるように、材料の透磁率は、テス
トされた周波数範囲全体にわたって比較的一定のままである。テストされた周波数が上昇
するにつれていくらかの微増があるものの、概ね材料の透磁率はわずか２．５未満のまま
である。透磁率は、およそ１６０ＭＨｚにおいて２．５を超えるまで増大する。
【００９４】
　図５は、ＭがＳｃであり、ｘ＝０．２５である場合の、三価置換のある上記の六方晶フ
ェライト材料についての透磁率および損失係数を例示する。
【００９５】
　図５に示されるように、Ｙ相六方晶フェライト材料の実施形態のμ″（損失係数）は極
めて低く、ほぼ０に達する。周波数が１ＧＨｚを超えるまで上昇しても、材料は０．５未
満の損失係数を維持する。低損失係数を維持しつつ、図５に示される材料はおよそ４の透
磁率も含む。
【００９６】
　さらに、低損失係数を維持しつつ、図５に示される材料は３を超える透磁率も含む。こ
れはＹ相六方晶フェライト材料についての典型値より大きく、したがって材料に有利な特
性をもたらすことができる。
【００９７】
　したがって、損失係数が低く透磁率が高いことから、上記のＹ相六方晶フェライト材料
の実施形態は、高周波アンテナまたは他の高周波用途などにおいて磁気誘電材料として使
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用されるのに有利であり得る。
【００９８】
　図６は、ＭがＩｎであり、ｘ＝０．２５である場合の、三価置換のある上記の六方晶フ
ェライト材料についての透磁率および損失係数を例示する。
【００９９】
　図６に示されるように、Ｙ相六方晶フェライト材料の実施形態の損失係数は極めて低く
、ほぼ０に達する。周波数が１ＧＨｚを超えるまで上昇しても、材料は０．５未満の損失
係数を維持する。１ＧＨｚを超えて初めて材料の損失係数が急上昇し始め、図示のように
、１ＧＨｚ後に著しく上昇し得る。
【０１００】
　さらに、低損失係数を維持しつつ、図６に示される材料は３を超える（３．５前後にと
どまる）透磁率も含む。これはＹ相六方晶フェライト材料についての典型値より大きく、
したがって材料に有利な特性をもたらすことができる。
【０１０１】
　したがって、損失係数が低く透磁率が高いことから、図６に関して示されたＹ相六方晶
フェライト材料の実施形態は、高周波アンテナまたは他の高周波用途などにおいて磁気誘
電材料として使用されるのに有利であり得る。
【０１０２】
　図７は、ＭがＳｃであり、ｘ＝０．５である場合の、三価置換を有する六方晶フェライ
ト材料についての透磁率および損失係数を例示する。
【０１０３】
　図７に示されるように、Ｙ相六方晶フェライト材料の実施形態の損失係数は極めて低く
、ほぼ０に達する。周波数が１ＧＨｚを超えるまで上昇しても、材料は１未満の損失係数
を維持する。１ＧＨｚを超えて初めて材料の損失係数が急上昇し始め、図示のように、１
ＧＨｚ後に著しく上昇し得る。
【０１０４】
　さらに、低損失係数を維持しつつ、図７に示される材料は約３～約４の透磁率も含む。
これは、Ｙ相六方晶フェライト材料についての典型より大きい。
【０１０５】
　したがって、損失係数が低く透磁率が高いことから、図７に関して示されたＹ相六方晶
フェライト材料の実施形態は、高周波アンテナまたは他の高周波用途などにおいて磁気誘
電材料として使用されるのに有利であり得る。
【０１０６】
　図８は、ＭがＩｎであり、ｘ＝０．５である場合の、三価置換を有する六方晶フェライ
ト材料についての透磁率および損失係数を例示する。
【０１０７】
　図８に示されるように、Ｙ相六方晶フェライト材料の実施形態の損失係数はここでも極
めて低いが、上記の他の図を若干上回る。損失係数が上昇し始めると、損失係数は約１０
０ＭＨｚ～約８００ＭＨｚまでは０付近まで大幅に低下する。しかし、上昇したとしても
、Ｙ相六方晶フェライト材料は１ＧＨｚにおいて約２の損失係数を維持する。
【０１０８】
　さらに、低損失係数を維持しつつ、図８に示される材料は、４より大きい約４～５の透
磁率も含む。これは、標準的なＹ相六方晶フェライト材料の透磁率の２倍を超える。また
、およそ１ＧＨｚにおいて透磁率の大きなスパイクがあり、透磁率が約６まで上昇するこ
とが顕著である。したがって、１ＧＨｚでは、材料の実施形態は、依然として比較的低損
失係数を維持しつつ大きな透磁率を有する。
【０１０９】
　したがって、損失係数が低く透磁率が高いことから、図８に関して示されたＹ相六方晶
フェライト材料の実施形態は、高周波アンテナまたは他の高周波用途などにおいて磁気誘
電材料として使用されるのに有利であり得る。



(16) JP 6506151 B2 2019.4.24

10

20

30

40

50

【０１１０】
　ナトリウム（Ｎａ）による置換
　上記の開示は、Ｙ相六方晶フェライト材料の磁気特性を向上させるための１つの方法を
示しているが、Ｙ相六方晶フェライト材料の結晶構造中にナトリウムを置換することによ
って、六方晶フェライト材料に異なる改善を行うことができる。この組込みは、本願の全
体にわたって述べられる磁気特性を向上させるための他の方法の有無に関わらず行うこと
ができる。
【０１１１】
　Ｙ相六方晶フェライトなどの材料の共振周波数を上昇させるために、少量のアルカリ金
属を組成にドープすることができる。たとえば、リチウム、ナトリウム、カリウム、およ
びルビジウムはすべて六方晶フェライトにドープすることができる。その際、アルカリ金
属のための場所を空けるためにストロンチウム原子を置換することができる。アルカリ金
属のこの添加は、鉄がＦｅ２＋状態に還元することを防ぐことができる。１＋酸化状態を
有するアルカリ金属が２＋酸化状態を有するＳｒを置換するため、Ｆｅ３＋がＦｅ２＋に
転換する尤度が低下する。なぜならこの場合、平均金属酸化状態が低くなり過ぎるからで
ある。したがって、焼結中の鉄の還元が阻止される。鉄の還元を回避することによって、
共振周波数の閾値を、あらかじめ取得した値より高く押上げることができる。Ｆｅ２＋は
共振周波数を低下させ、磁気損失正接および誘電損失正接の双方に寄与する。したがって
、上昇した共振周波数は、減少した磁気損失正接と共に、磁気Ｑ係数の対応する増大をも
たらすことができ、開示される材料の実施形態が、磁気誘電材料としての有利な効用を有
することが可能となる。
【０１１２】
　いくつかの実施形態では、Ｙ相ストロンチウム六方晶フェライトの結晶構造中に置換す
るべき原子としてナトリウム（Ｎａ）を用いることができる。結晶構造にナトリウムを組
込むことによって、高Ｑ値を維持しつつ高透磁率値を実現することができ、それにより、
磁気誘電材料として使用するための材料の実施形態を向上させる。
【０１１３】
　いくつかの実施形態では、Ｙ相六方晶フェライトのＳｒ２＋原子のいくつかを置換する
ためにＮａ＋を用いることができる。置換は多くの方法によって行なうことができ、ナト
リウムを有する多くの組成を含むことができ、置換の方法は限定的なものではない。たと
えば、いくつかの実施形態では、格子内のどこにも電荷補償がない状態で、またはＳｒ－
Ｃｏ－Ｙ格子における結合置換による電荷補償がある状態で、ナトリウムからストロンチ
ウムへの置換を行なうことができる。
【０１１４】
　しかし、ストロンチウムおよびナトリウムはそれらの原子に対して異なる電荷、ストロ
ンチウムについては２、ナトリウムについては１を有し、したがって、何らかの電荷平衡
を用いて、任意の結晶構造の著しい歪みを回避することができる。いくつかの実施形態で
は、三価または四価種で（ストロンチウムと同様に２＋電荷を有する）コバルトを置換す
ることができ、Ｓｒ２＋をＫ＋で置換することによって生じる電荷不均衡を補償すること
ができ、したがって概ね均衡した化学構造がもたらされる。電荷平衡をもたらすことがで
きることにより、２つの化合物群、すなわち一方はコバルトの三価イオン置換のための化
合物群、他方はコバルトの四価イオン置換のための化合物群を用いることができる。
【０１１５】
　三価イオン置換については、以下の例の組成を用いることができる。
　　　Ｓｒ２－ｘＮａｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２２

Ｍは、Ａｌ、Ｇａ、Ｓｃ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｉｎ、Ｙｂ、Ｅｒ、Ｙまたは他のランタニドなど
の三価カチオンであるが、三価イオンは限定的なものではない。さらに、ｘ値は約０～約
１．５までの範囲にあり得る。いくつかの実施形態では、０．２＜ｘ＜０．７である。
【０１１６】
　四価イオン置換については、以下の式を用いることができる。
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　　　Ｓｒ２－２ｘＮａ２ｘＣｏ２ｘＮｘＦｅ１２Ｏ２２

Ｎは、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｓｎ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｈｆ、またはＴｂであり得るが、四
価イオンは限定的なものではない。さらに、ｘ値は約０～約１．５までの範囲にあり得る
。いくつかの実施形態では、０．２＜ｘ＜０．７である。ｘ＝０．４であるいくつかの実
施形態では、低損失における極めて高い透磁率値も観察される。
【０１１７】
　図９～図１０は、上記で開示した置換技術を用いたインピーダンススペクトルを示す。
典型的に、インピーダンススペクトルは、インピーダンス分光法または電気化学インピー
ダンス分光法としても知られている誘電分光法を用いて行なわれる。インピーダンススペ
クトルは、媒体の異なる誘電特性を異なる周波数の関数として有利に示すことができる。
【０１１８】
　図９～図１０では、インピーダンススペクトルは、周波数範囲全体にわたり透磁率（μ
′）および損失係数（μ″）の双方を示す。周波数範囲全体にわたって最小の移動を有す
ることが高周波用途には有利であり得る。これは、それらの特定の周波数において最小損
失があることを示す。損失係数が急上昇し始めると、材料は、それらの周波数における使
用中に、より多くの損失を被り得る。ある点において、高い損失のせいでその特定の周波
数範囲におけるアンテナ用途について材料が使用不可能となり得る。
【０１１９】
　損失係数スパイクを最小化すると共に、損失係数のスパイクを周波数の高い範囲に向か
って可能な限り遠くに調節することが有利であり得る。言及したように、損失正接が急上
昇すると、材料はそれらの特定の周波数においてあまり有用でなくなり得る。したがって
、より高い周波数において損失正接スパイクを有することは、最小限の損失でより高い周
波数において当該材料を用いることができることを概して意味し得る。
【０１２０】
　図９は、ｘ＝０．２５であるである場合のＳｃを用いた六方晶フェライト材料について
の透磁率および損失係数を例示する。したがって一般式は、Ｓｒ１．７５Ｎａ０．２５Ｃ
ｏ１．７５Ｓｃ０．２５Ｆｅ１２Ｏ２２である。
【０１２１】
　図９に示されるように、Ｙ相六方晶フェライト材料の実施形態の損失係数は、１ＧＨｚ
までは４を超えて上昇しない。実際、六方晶フェライト材料の損失係数は、およそ８００
ＭＨｚまで３前後で比較的一定したままである。
【０１２２】
　低損失係数を維持しつつ、図９に示される材料はおよそ５の透磁率も維持する。これは
、典型的なＹ相六方晶フェライト材料に見られる透磁率の２倍を超える。
【０１２３】
　したがって、損失係数が低く透磁率が高いことから、図９に関して示されたＹ相六方晶
フェライト材料の実施形態は、高周波アンテナなどにおいて磁気誘電材料として使用され
るのに有利であり得る。
【０１２４】
　図１０は、ｘ＝０．５である場合のＳｃを用いた六方晶フェライト材料についての透磁
率および損失係数を例示する。したがって一般式は、Ｓｒ１．５Ｎａ０．５Ｃｏ１．５Ｓ
ｃ０．５Ｆｅ１２Ｏ２２である。
【０１２５】
　図１０に示されるように、１ＧＨｚを十分に上回るまで、Ｙ相六方晶フェライト材料の
実施形態の損失係数は４を超えて上昇しない。実際、六方晶フェライト材料の損失係数は
、およそ８００ＭＨｚまでわずか３未満で比較的一定したままである。周波数１ＧＨｚに
おいても、材料はわずか３前後の損失係数を有する。したがって、この開示されるＹ相六
方晶フェライト材料の実施形態は、高共振周波数アンテナ用途に特に適する。
【０１２６】
　加えて、低損失係数を維持しつつ、図１０に示される材料は約５～約６の透磁率も維持
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する。これは、典型的なＹ相六方晶フェライト材料に見られる透磁率の２倍～約３倍であ
る。
【０１２７】
　したがって、損失係数が低く透磁率が高いことから、図１０に関して示されたＹ相六方
晶フェライト材料の実施形態は、高周波アンテナなどにおいて磁気誘電材料として使用さ
れるのに有利であり得る。
【０１２８】
　処理
　図１１～図１５は、上記で開示した六方晶フェライト材料の実施形態のうち１つ以上を
使用し、かつ本願明細書に記載された１つ以上の特徴を有する高周波アンテナなどのフェ
ライト装置を製造するためのプロセスを示している。図１１は、前述した特性の１つ以上
を有するセラミック材料を製造するために実施することができるプロセス２０を示す。ブ
ロック２１において、粉末を作製することができる。ブロック２２において、作製した粉
末から成形物を形成することができる。ブロック２３において、形成された成形物を焼結
することができる。ブロック２４において、焼結体は、仕上げられ、１つ以上の所望の特
性を有するセラミック仕上げ品を得ることができる。
【０１２９】
　セラミック仕上げ品が装置の一部である実現例では、ブロック２５において、この装置
を組立てることができる。装置またはセラミック仕上げ品が製品の一部である実現例では
、ブロック２６において、この製品を組立てることができる。
【０１３０】
　図１１は、例示プロセス２０の一部のステップまたは全てのステップが設計仕様などに
より決められてもよいことをさらに示している。同様に、一部のステップまたは全てのス
テップは、検査、品質管理などを含んでもよく、検査、品質管理などを受けてもよい。
【０１３１】
　作製された粉末は、本願明細書に記載の１つ以上の特性を含むことができ、および／ま
たは本願明細書に記載の１つ以上の特性を有するセラミック体の形成を容易にすることが
できる。
【０１３２】
　いくつかの実現例において、本願明細書に記載したように作製された粉末は、異なる形
成技術によって異なる形状に形成されることができる。例として、図１２は、本願明細書
に記載したように作製された粉末材料を加圧することによって成形物を形成することがで
きる処理５０を示している。ブロック５２において、所望の量の粉末を成形金型に充填す
ることができる。図１３において、配置図６０は、成形金型６１を示している。金型６１
は、粉末６３を収納しかつ粉末を加圧することを可能にするように寸法された容積６２を
画定する。ブロック５３は、金型内の粉末を加圧することによって、成形物を形成するが
できる。配置図６４は、ピストン６５が（矢印６６の方向に沿って）金型６１によって画
定される容積６２に押圧することにより、粉末を中間圧縮形態６７に形成することを示し
ている。ブロック５４において、金型から圧力を解除することができる。ブロック５５に
おいて、金型６１からピストン６５を取出すことにより、容積６２を開放することができ
る。配置図６８は、開放された金型６１の容積６２を示している。金型が開放され、金型
から成形物６９を取出すことを可能にする。ブロック５６において、金型６１から成形物
６９を取出すことができる。ブロック５７において、今後の処理のために、成形物を保存
することができる。当業者が精通している追加的な形成方法は、等方静的加圧、テープ成
形、テープカレンダーおよび押出を含むが、これらに限定されない。
【０１３３】
　いくつかの実現例において、本願明細書に記載したように製造された成形物は、セラミ
ック装置として望ましい物理的特性を得るために、焼結することができる。図１４は、成
形物を焼結するために実施することができる処理７０を示している。ブロック７１におい
て、成形物を提供することができる。ブロック７２において、成形物を窯内に導入するこ
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とができる。図１５は、焼結トレイ８０に装入された複数の成形物６９を示している。図
示の焼結トレイ８０は、これらの成形物６９を表面８２上に支持し、トレイの上縁が成形
物６９の上部よりも高くなるように寸法された凹部８３を画定する。このような構成は、
焼結処理の間に、装入済みのトレイを堆積することを可能にする。トレイが堆積された場
合においても、凹部８３内の高温ガスの循環を改善することを可能にするために、図示の
トレイ８０は、側壁に切欠き８３をさらに画定している。図１５は、複数の装入済みトレ
イ８０からなるスタック８４を示している。一番上部のトレイに装入された成形物が下部
トレイに装入された成形物とほぼ同様の焼結条件を受けるように、一番上部のトレイにト
ップカバー８５を設けることができる。
【０１３４】
　ブロック７３において、アンテナなどの焼結物を得るために、成形物に熱を適用するこ
とができる。このような熱の適用は、窯を使用することによって達成することができる。
ブロック７４において、窯から焼結物を取出すことができる。図１５は、複数の装入済み
トレイを含むスタック８４を窯８７に導入すること（段階８６ａ）を示している。所望の
時間および温度プロファイルに基づいて、スタックを窯の内部で移動させること（段階８
６ｂおよび８６ｃ）ができる。段階８６ｄは、スタック８４を冷却するために窯から取出
すことを示している。
【０１３５】
　ブロック７５において、焼結物を冷却することができる。冷却は、所望の時間および温
度プロファイルにより決めることができる。ブロック７６において、冷却された焼結物は
、１つ以上の仕上げ作業を受けることができる。ブロック７７において、１つ以上の検査
を行うことができる。
【０１３６】
　さまざまな形態の粉末およびさまざまな形状の成形物に対する熱処理は、軽焼き（calc
ining）、焼成（firing）、焼鈍（annealing）、および／または焼結（sintering）とし
て本願明細書に記載される。これらの用語は、適切な状況または特定の内容において交換
可能に使用してもよく、それらの組合せで交換可能に使用してもよいことが理解されるべ
きである。
【０１３７】
　スカンジウム、シリコンおよび／またはマンガンの置換
　磁気誘電アンテナ用途については、可能な限り高い透磁率を有することが有利であり得
る。高透磁率を有することは、向上した小型化係数などの磁気誘電用途のための多くの利
点をもたらすことができ、したがって部品の接地面積全体がより小さくなり、かつ自由空
間に対するインピーダンス整合につながる。さらに、材料が組込まれる電子装置の動作周
波数を最大化することができる高い共振周波数を有することが有利であり得、それによっ
て、より高い周波数範囲における電子装置の使用が可能となる。
【０１３８】
　しかし、先行技術のアンテナ用途に典型的に用いられてきた高透磁率磁性酸化物は、低
い共振周波数を有する傾向にある。高い共振周波数を有する少数の材料は、通常は低い透
磁率を有し、高周波電磁誘電用途においてそれらを使用することは好適ではない。たとえ
ば、Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２（Ｓｒ－Ｃｏ－Ｙ相）は、１ＧＨｚを十分に超える共振
周波数を有するが、透磁率はわずか２である。したがって、先行技術材料は高周波用途に
効率的に対処するのには使用可能ではなかった。
【０１３９】
　従来の解決策は、Ｚ相六方晶フェライト材料（たとえば、Ｃｏ２Ｚ－Ｂａ３Ｃｏ２Ｆｅ

２４Ｏ４１）の共振周波数の上昇に焦点を当ててきた。具体的には、米国特許番号第８，
５２４，１９０号および第８，６０９，０６２号に開示されるように、Ｃｏ２Ｚにおいて
バリウムイオンをアルカリ金属で置換することが行なわれてきた。当該公報の全体を引用
によって本願明細書に援用する。バリウムの代わりにアルカリ金属を組込むことにより材
料の共振周波数が上昇してきたが、材料の使用可能な周波数は、所望よりも依然として低
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い場合がある。したがって、共振周波数における適度の向上を上記の開示で詳述してきた
が、Ｃｏ２Ｚ材料についての使用可能な周波数範囲を著しく拡張していない場合がある。
【０１４０】
　したがって、本願明細書に開示されるのは、高透磁率および高共振周波数の双方を有す
ることができる、上記のようなＹ相ストロンチウム六方晶フェライト材料（Ｃｏ２Ｙ）の
実施形態であり、したがって材料は、高周波アンテナ用途において使用するのに有利とさ
れる。
【０１４１】
　いくつかの実施形態では、透磁率は、Ｓｒ－Ｃｏ－Ｙ相六方晶フェライト材料の結合置
換を用いて、典型値から２倍または３倍になり得る。さらに、Ｚ相材料に対する、Ｙ相六
方晶フェライト材料の共振周波数は、約５００ＭＨｚ～約１ＧＨｚの範囲に上昇すること
ができ、材料を高周波用途に使用することが可能となる。
【０１４２】
　いくつかの実施形態では、上述したように、高誘電体アンテナ部品に用いることができ
る例示的なＹ相六方晶フェライトは以下の式を有することができる。
Ｓｒ２－ｘＫｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２２またはＳｒ２－ｘＮａｘＣｏ２－ｘＭｘＦ
ｅ１２Ｏ２２

この場合、Ｍはスカンジウムまたはインジウム（Ｓｃ３＋またはＩｎ３＋）である。スカ
ンジウムまたはインジウムでコバルトを置換すると、これは、透磁率の増大をもたらすこ
とができる。これは、コバルト、スカンジウムおよびインジウムがすべてシャノン-プレ
ウィット（Shannon-Prewitt）の有効イオン半径に従って比較的同様のイオンサイズを有
することから生じる可能性が最も高い。たとえば、コバルトは、０．８８５オングストロ
ームのイオンサイズを有し、一方スカンジウムおよびインジウムは、それぞれ０．８８５
および０．９４のイオンサイズを有する。実際、スカンジウムおよびコバルトはほぼ同一
のサイズを有する。したがって、これらの元素がＣｏ２Ｙ材料の結晶構造中に置換される
場合、当初の原子と概ね同じ場所に適合する置換原子によって最小の変形が結晶構造に対
して生じる可能性が高い。
【０１４３】
　上記の式に続いて、いくつかの実施形態では、シリカおよび／またはアルミニウムをさ
らにＳｒ－Ｃｏ－ＹまたはＳｃおよびＮａで共同置換された六方晶フェライト材料に組込
み、それにより六方晶フェライト材料の共振周波数および透磁率を概ね増大させ、高周波
部品のために有利な特性をもたらすことができる。たとえば、いくつかの実施形態では、
Ａｌ３＋でＦｅ３＋を置換し、それによって、置換された原子を含むようにＳｒ２Ｃｏ２

Ｆｅ１２Ｏ２２格子を調節することができる。
【０１４４】
　したがって、いくつかの実施形態では、Ｍがスカンジウムまたはインジウム（Ｓｃ３＋

またはＩｎ３＋）である場合、組成はＳｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２－ｙＡｌｙＯ２２またはＳｒ

２－ｘ（Ｋ，Ｎａ）ｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２－ｙＡｌｙＯ２２であり得る。
【０１４５】
　さらに、Ｍがスカンジウムまたはインジウム（Ｓｃ３＋またはＩｎ３＋）である場合、
Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２Ｏ２２、Ｓｒ２２－ｘ（Ｋ，Ｎａ）ｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２Ｏ２

２またはＳｒ２－ｘ（Ｋ，Ｎａ）ｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２－ｙＡｌｙＯ２２にシリコン
を添加して、六方晶フェライト材料の磁気特性を調節することができる。Ｓｉ添加物は結
晶粒成長抑制物質として作用し、したがって、粒界において分離させることができ、焼結
材料における磁歪作用を弱めることができる。
【０１４６】
　また、Ｍｎ３＋を六方晶フェライト材料に添加して、上述のようにＦｅ３＋還元を防ぎ
、したがって誘電損失を向上させることができる。
【０１４７】
　いくつかの実施形態では、シリコンは結晶構造の粒界に配置されることができ、マンガ
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ンおよびアルミニウムを結晶構造に組込むことができるが、それらこの構造は限定的なも
のではない。
【０１４８】
　いくつかの実施形態では、Ｍがスカンジウムまたはインジウム（Ｓｃ３＋またはＩｎ３

＋）である場合、組成は、Ｓｒ２Ｃｏ２Ｆｅ１２－ｙＭｎｙＯ２２、Ｓｒ２－ｘＫｘＣｏ

２－ｘＭｘＦｅ１２－ｙＭｎｙＯ２２またはＳｒ２－ｘＫｘＣｏ２－ｘＭｘＦｅ１２－ｙ

－ｚＭｎｙＡｌｚＯ２２であり得る。
【０１４９】
　図１６～図１７は、上記で開示した置換技術を用いたインピーダンススペクトルを示す
。典型的に、インピーダンススペクトルは、インピーダンス分光法または電気化学インピ
ーダンス分光法としても知られている誘電分光法を用いて行なわれる。インピーダンスス
ペクトルは、媒体の異なる誘電特性を異なる周波数の関数として有利に示すことができる
。具体的には、図１６～図１７は、Ｓｃ、Ａｌ、Ｓｉ、およびＭｎを含むＹ相六方晶フェ
ライトの２つの異なる組成を例示する。
【０１５０】
　図１６～図１７では、インピーダンススペクトルは、周波数範囲全体にわたる透磁率（
μ′）および損失係数（μ″）の双方を示す。高周波用途で用いられる磁気誘電材料は、
周波数範囲全体にわたって最小の特性変化、特に最小のμ″、およびしたがって特定の周
波数において最小損失正接を有することが有利となり得る。損失正接が上昇または急上昇
し始めると、材料はアンテナ用途に好適でなくなり得る。
【０１５１】
　損失正接スパイクを最小化すると共に、損失正接におけるスパイク（または急速な上昇
）を可能な限り高い周波数に調節することが有利であり得る。言及したように、損失正接
が急上昇すると、材料は、その特定の周波数においてあまり有用でなくなり得る。したが
って、より高い周波数において損失正接スパイクを有することは、最小化された損失でよ
り高い周波数において当該材料を用いることができることを意味する。
【０１５２】
　図１６は、ｘ＝０．３でありＳｃを含み、したがってＳｒ１．７Ｎａ０．３Ｃｏ１．７

Ｓｃ０．３Ｆｅ１１．５Ａｌ０．５Ｏ２２を形成する上記の組成の実施形態を示す。図示
のように、組成の損失正接は、より高い共振周波数スペクトルまで相対的に最小化される
ことができる。たとえば、材料の透磁率および損失係数は、５００ＭＨｚを超えるまでお
よそ５である。この点においてμ″（損失係数）および損失正接は着実に上昇し始める一
方、低いμ″および損失正接は１ＧＨｚまででも保持される。これは、そのような高周波
のための高透磁率および低損失係数であり、開示される材料の実施形態が高周波用途に有
利であることを示す。
【０１５３】
　図１７は、ｘ＝０．４であり、Ｓｃを含み、したがってＳｒ１．６Ｎａ０．４Ｃｏ１．

６Ｓｃ０．４Ｆｅ１１．５Ａｌ０．５Ｏ２２を形成する上記の組成の実施形態を示す。図
示のように、組成の損失正接は、より高い共振周波数スペクトルまで相対的に最小化され
ることができる。たとえば、材料の透磁率は、５００ＭＨｚを超えるまでおよそ５である
が、損失係数はおよそ６である。この点においてμ″（損失係数）および損失正接は着実
に上昇し始め、低いμ″および損失正接は１ＧＨｚまででも保持される。これは、そのよ
うな高周波のための高透磁率および低損失係数であり、開示される材料の実施形態が高周
波用途に有利であることを示す。
【０１５４】
　化学量論的酸化物の組込み
　上記の開示は、Ｙ相六方晶フェライト材料の磁気特性を向上させるためのある方法およ
び置換物を示しているが、六方晶フェライト材料に第２相酸化物を組込むことによって六
方晶フェライト材料に改善を行うこともできる。これらの第２相酸化物は主要な六角相構
造に溶解して非化学量論的にするか、または第２相としてセラミックに組込み得る。この
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組込みは、他のやり方で本願明細書に開示される磁気特性を向上させるための他の方法の
有無に関わらず行うことができる。
【０１５５】
　したがって、いくつかの実施形態では、Ｚ相Ｓｒ３Ｃｏ２Ｆｅ２４Ｏ４１の化学量論比
と一致する酸化物をＹ相六方晶フェライト材料の実施形態に組込んで、材料のある磁気特
性を向上させることができる。加えて、（スピネル型構造を有する）ＣｏＦｅ２Ｏ４また
は（マグネトプラムバイト構造を有する）ＳｒＦｅ１２Ｏ１９をＹ相六方晶フェライト材
料に添加することができ、Ｙ相に溶解させて非化学量論的にするか、または、セラミック
体内の別個の第２相として存在し得る。しかし、他の酸化物も用いることができ、材料に
組込まれる具体的な酸化物は限定的なものではない。
【０１５６】
　いくつかの実施形態では、酸化物は具体的なＹ相六方晶フェライト組成に組込むことが
できる。たとえば、これらの化合物をＳｒ１．６Ｎａ０．４Ｃｏ１．６Ｓｃ０．４Ｆｅ１

１Ｏ２２の構造に組込んで、向上した特性を有する六方晶フェライト材料を形成すること
ができる。しかし、Ｙ相六方晶フェライトの他の組成を用いることができ、酸化物が組込
まれるＹ相六方晶フェライトの種類は限定的なものではない。含まれる酸化物添加物は、
上記の磁気誘電特性のうち少なくともいくつかを向上させることができるため有利であり
得る。さらに、磁気特性を向上させることによって、磁気誘電アンテナ材料を合成するた
めに用いることができる多くの組成を用いることができる。
【０１５７】
　いくつかの実施形態では、２（または約２）重量％のＳｒ３Ｃｏ２Ｆｅ２４Ｏ４１との
Ｓｒ１．６Ｎａ０．４Ｃｏ１．６Ｓｃ０．４Ｆｅ１１Ｏ２２の組合せは、磁気誘電アンテ
ナ材料としての使用のための優れた特性をもたらすことができる。たとえば、図１８は、
六方晶フェライト材料に適用される周波数と比較したＭｕ′（透磁率）および磁気Ｑデー
タを示す。
【０１５８】
　図１８に示されるように、開示されるＹ相六方晶フェライト材料の実施形態のＱ係数は
、低周波値において極めて高い。しかし、５００ＭＨｚと１ＧＨｚとの間以上などのより
高い周波数でも、材料が高いＱ係数値を維持することが有利である。開示される材料の実
施形態は、これらの高周波において比較的高いＱ係数を維持することができることが有利
である。Ｑ値は印加周波数が上昇するにつれて低下するが、降下は、従来用いられてきた
他の材料で生じるように劇的なものではない。したがって、開示される六方晶フェライト
材料の実施形態は、高周波において依然として高いＱ値を維持／実現する。
【０１５９】
　たとえば、六方晶フェライト材料の実施形態は、８００ＭＨｚにおいて約２０より大き
いＱ値を有する。さらに、六方晶フェライト材料の実施形態は、１ＧＨｚにおいて約１５
より大きいＱ値を有する。したがって、開示されるＹ相六方晶フェライト材料の実施形態
は、現行のバルク材料で可能であるよりも高い周波数用途で用いることができる。
【０１６０】
　また、図１８に示されるように、六方晶フェライト材料は、上記の高Ｑ係数を有しつつ
も、その周波数範囲の全体にわたって高透磁率を維持することができる。図示のように、
六方晶フェライト材料は、８００ＭＨｚ～１ＧＨｚまで約６、７、または８という比較的
均一な透磁率μ′を維持する。この透磁率レベルは、基本的なＹ相六方晶フェライト構造
についての典型的な透磁率値２よりも著しく高い。実際、開示されるＹ相六方晶フェライ
ト値の実施形態は、高周波において標準的なＹ相六方晶フェライト材料の２～３倍の透磁
率レベルを実現することができる。したがって、開示される六方晶フェライト材料の実施
形態は、高透磁率を維持しつつも高Ｑ値を実現し、それによって、５００ＭＨｚと１ＧＨ
ｚとの間の周波数において磁気誘電アンテナで使用するのに有利とすることができる。
【０１６１】
　さらに、六方晶フェライト材料の実施形態は、およそ１０～１１の比誘電率（たとえば
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２よりも良好な、自由空間とのインピーダンス整合がこれらの材料に与えられる。μｒ＝
εｒの時、自由空間との完全なインピーダンス整合がある。
【０１６２】
　アンテナ性能のための２つの性能指数は、小型化係数および帯域幅を含む。第一に、小
型化係数は以下の式によって決定される。
【０１６３】
【数４】

【０１６４】
ここでｄｅｆｆ／ｄｏは小型化係数であり、εｒはアンテナ材料の誘電率であり、μｒは
アンテナ材料の透磁率である。εｒおよびμｒは双方とも、磁性酸化物アンテナの周波数
に依存する。第二に、有効帯域幅（または効率）が以下の式によって決定される。
【０１６５】

【数５】

【０１６６】
ここでη／ηｏは材料の効率（または帯域幅）を表す。μｒが最大化されると、この効率
は最大化される。
【０１６７】
　小型化が高誘電率および高透磁率の双方を有することが有利であり得る。高い値を有す
ることは、小型化係数の向上をもたらすことができる。さらに、効率式については、誘電
率以上の透磁率を有することが有利であり得る。しかし、透磁率および誘電率の双方を可
能な限り高くすることが有利であり得る。したがって、説明したＹ相六方晶フェライト材
料の実施形態は高透磁率および高誘電率を有し、透磁率に比較的近い誘電率を有すること
から、自由空間に対する良好なインピーダンス整合が望ましいアンテナ用途に有用であり
得る。
【０１６８】
　表１は、詳細に上記した方法を用いるなどして置換されたＳｒ－Ｃｏ－Ｙ相六方晶フェ
ライトの実施形態の透磁率スペクトルを例示する。
【０１６９】
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【表１】

【０１７０】
　処理
　本開示のある局面は、より高い周波数においてＹ相ヘキサフェライトの透磁率を上昇さ
せるための処理技術を提供する。一実現例では、処理技術は、向上した磁気特性を有する
テクスチャ加工されたセラミックをもたらすためのＹ相ヘキサフェライトの磁気テクスチ
ャ加工の方法を含む。一実施形態では、成形に用いられる磁気テクスチャ加工の方法は、
反応焼結法を用いることを含み、反応焼結法は、Ｍ相（ＢａＦｅ１２Ｏ１９一軸磁化）を
静磁場内の非磁性添加物と位置合せし、ＢａＯ源およびＣｏＯと反応してＹ相（Ｓｒ２Ｍ
ｅ２Ｆｅ１２Ｏ２２）を形成する工程を含む。別の実施形態では、Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙを形成
するのに用いられる磁気テクスチャ加工の方法は回転磁場法を用いることを含み、回転磁
場法は、Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙ相（平面磁化）を回転磁場に生じる磁気テクスチャ加工と位置合
せする工程を含む。発明者は、位置合わせの程度、したがって透磁率利得が回転磁場にお
いてはるかに優れていることを見出した。
【０１７１】
　発明者は高温におけるＦｅの還元（Ｆｅ３＋→Ｆｅ２＋）によって誘電損失および磁気
損失が増大されると考えるため、いくつかの実施形態では、Ｙ相材料を形成するための処
理技術は、Ｙ相Ｆｅを不足させてＦｅの還元を阻止することを含む。処理技術は、Ｆｅの
還元を阻止し、Ｆｅ２＋→Ｆｅ３を引起すために、酸素中での熱処理またはアニールのス
テップを含む。
【０１７２】
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　他のいくつかの実施形態では、Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙを形成するための処理技術は、細粒六方
晶フェライト粒子を形成することを含む。当該プロセスは、粒径を減少させるために高エ
ネルギ粉砕を用いることを含む。
【０１７３】
　図１９は、好ましい実施形態に係るＳｒ－Ｃｏ２Ｙ材料を形成する方法１００を例示す
る。図１９に示されるように、適切な量の前駆材料－磁性材料を形成することができるス
トロンチウム、コバルト、鉄、１つ以上のアルカリ金属、スカンジウム、インジウム、ア
ルミニウム、シリカ、マンガン、および酸素をもたらし得る反応物－がステップ１０２に
おいて互いに混合される。いくつかの局面では、酸素の少なくとも一部分は、ストロンチ
ウム（Ｓｒ）、コバルト（Ｃｏ）、鉄（Ｆｅ）、または１つ以上のアルカリ金属の酸素含
有化合物の形態で提供され得る。たとえば、これらの元素は、炭酸塩または酸化物の形態
か、または当該技術において知られている他の酸素含有前駆体で提供され得る。１つ以上
の局面において、１つ以上の前駆材料が、非酸素含有化合物または純粋な元素形態で提供
され得る。他の局面では、たとえばＨ２Ｏ２などの別個の化合物から、または酸素ガスも
しくは空気から酸素を供給することができる。たとえば、一実施形態では、ＳｒＣＯ３、
Ｃｏ３Ｏ４、ＮａＨＣＯ３、Ｓｃ２Ｏ３、およびＦｅ２Ｏ３前駆体が、Ｙ相材料の形成の
ために適切な比率で混合される。これらの前駆体化合物は、たとえば、カウレスミキサー
、ボールミル、または振動ミルを用いて水またはアルコールに混合または配合され得る。
これらの前駆体は、乾燥した状態でも配合され得る。
【０１７４】
　配合された混合物は次いで、必要であればステップ１０４において乾燥され得る。混合
物は、たとえば、パンドライ（pan drying）または噴霧乾燥を含む多くの方法のうちのい
ずれかで乾燥され得る。乾燥された混合物は次いで、軽焼きを容易にするためのある温度
およびある時間、ステップ１０６において加熱され得る。たとえば、加熱ステップ１０６
で用いられる加熱システムの温度は、１時間当たり約２０℃と１時間当たり約２００℃と
の間の速度で上昇して、約２時間～約１２時間維持され得る約１０００℃～１３００℃ま
たは約１１００℃～１２５０℃の浸漬温度を実現し得る。加熱システムは、たとえば炉ま
たは窯であり得る。混合物は、水分の損失、および／または１つ以上の成分の還元もしく
は酸化、および／または存在し得る炭酸塩および／または有機化合物の分解を被り得る。
混合物の少なくとも一部分はヘキサフェライト固溶体を形成し得る。
【０１７５】
　温度勾配率、浸漬温度、および混合物が加熱される時間は、特定用途の要件に依存して
選択され得る。たとえば、加熱後の材料において小さい結晶粒が望ましい場合は、より大
きい結晶粒が望ましい用途とは反対に、より速い温度勾配、および／またはより低い浸漬
温度、および／またはより短い加熱時間が選択され得る。その上、異なる量および／また
は形態の前駆材料の使用により、加熱後の混合物に所望の特性をもたらすための温度勾配
率および浸漬温度および／または時間などのパラメータについて異なる要件がもたらされ
得る。
【０１７６】
　加熱後、ヘキサフェライト固溶体の凝集粒子を形成している可能性がある混合物は、室
温またはさらなる処理を容易にすることになる任意の他の温度に冷却されてもよい。加熱
システムの冷却速度は、たとえば１時間当たり８０℃であり得る。ステップ１０８におい
て、凝集粒子は粉砕され得る。粉砕は、水、アルコール、ボールミル、振動ミル、または
他の粉砕装置内で行なわれ得る。たとえば直径約１～約１０ミクロンの他の粒径はいくつ
かの用途において許容され得るが、いくつかの実施形態では、結果として生じる粉末材料
の中央粒径が約１～約４ミクロンになるまで粉砕が継続される。好ましい実施形態では、
高エネルギ粉砕を用いて、直径０．２～０．９ミクロンの微細な粒径まで粒子を粉砕する
。この粒径は、たとえば、粒度測定装置（sedigraph）またはレーザー散乱技術を用いて
測定され得る。目標の中央粒径は、後のステップでの焼結を容易にするために粒子の十分
な表面積をもたらすように選択され得る。より小さな中央粒径を有する粒子は、大きな粒
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子よりも、反応性がより高く、より容易に焼結され得る。いくつかの方法では、ステップ
１０２の代わりにまたはステップ１０２に加えて、１つ以上のアルカリ金属またはアルカ
リ金属前駆体または他のドーパント材料をこの時点で添加してもよい。
【０１７７】
　粉末材料は、ステップ１１０において必要であれば乾燥してもよく、乾燥した粉末は、
たとえばステップ１１２において一軸加圧または等方静的加圧を用いて所望形状に加圧さ
れてもよい。材料を加圧するために用いられる圧力は、たとえば８０，０００Ｎ／ｍまで
であり得、典型的には約２０，０００Ｎ／ｍ～約６０，０００Ｎ／ｍ．ｓｕｐ．２の範囲
内にある。より高い加圧圧力は、より低い加圧圧力よりも、さらなる加熱後により高密度
の材料をもたらし得る。
【０１７８】
　ステップ１１４において、加圧された粉末材料を焼結して、ドープされたヘキサフェラ
イトの固体物質を形成し得る。ドープされたヘキサフェライトの固体物質は、ドープされ
たヘキサフェライトから形成されることが望ましい部品の形状を有する金型で焼結され得
る。ドープされたヘキサフェライトの焼結は、限定はしないが結晶粒径、不純物レベル、
圧縮性、引張強さ、多孔性、およびいくつかの場合は透磁率などの１つ以上の所望の特性
をもたらすのに好適なまたは所望の温度で十分な時間行なわれ得る。好ましくは、焼結条
件は、他の望ましくない特性に影響することなく、または、少なくとも他の望ましくない
特性に対する許容可能な変更により、１つ以上の所望の材料特性を促進する。たとえば、
焼結条件は、鉄の還元がほとんどないかまたは最小である焼結済みのドープされたヘキサ
フェライトの形成を促進し得る。一実施形態では、焼結工程１１４で用いられる温度は、
好ましくは１１００℃～１２５０℃である。いくつかの実施形態によれば、焼結工程１１
４で用いられる加熱システムの温度は、１時間当たり約２０℃と１時間当たり約２００℃
との間の速度で上昇され、約２時間～約１２時間維持され得る約１０００℃～１４５０℃
または約１１００℃～１１５０℃または約１１００℃～１２５０℃の浸漬温度を実現し得
る。加熱システムは、たとえば炉または窯であり得る。より遅い勾配および／またはより
高い浸漬温度および／またはより長い焼結時間は、より速い温度勾配および／またはより
低い浸漬温度および／またはより短い加熱時間を用いて実現され得るよりも高密度の焼結
材料をもたらし得る。たとえば焼結プロセスに対して調節を行うことによって最終的な焼
結材料の密度を増大させることを行い、所望の透磁率、飽和磁化、および／または磁歪係
数を材料にもたらし得る。本開示に係る方法のいくつかの実施形態によれば、焼結された
ヘキサフェライトの密度範囲は、約４．５０ｇ／ｃｍ３と約５．３６ｇ／ｃｍ３との間で
あり得る。ドープされたヘキサフェライトの所望の透磁率は、材料の熱処理を調整して所
望のサイズの粒子を生成することによっても実現され得る。ヘキサフェライトは、最終的
なヘキサフェライト製品を形成するためにステップ１１６においてクラッシュ加圧され、
さらに焼結されてもよい。
【０１７９】
　上記の方法の実施形態によって生成される材料の粒径は、加工条件に依存する直径約５
マイクロメートルと１ミリメートルとの間で変動し得、本開示に係る方法のいくつかの局
面ではさらに大きい粒径が可能である。いくつかの局面では、材料の各結晶は、単一磁区
を含み得る。ドープされたＳｒ－Ｃｏ２Ｙおよび化学的に置換された（たとえばＮａおよ
びＳｃ）Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙは双方とも、Ｙ形フェライト結晶構造を有するフェロクスプレー
ナと呼ばれる平らなヘキサフェライト族の要素であり得る。
【０１８０】
　図２０は、磁歪を低減し、かつ材料の共振周波数を向上させるように適合された別の実
施形態に係るテクスチャ加工されたＳｒ－Ｃｏ２Ｙを形成する方法２００を例示する。方
法２００は、細粒六方晶フェライト粉末が形成されるステップ２０２から開始する。一実
現例では、細粒六方晶フェライト粉末はストロンチウムコバルトフェライトＹ相粉末であ
る。この粉末は、共沈などの当該技術において既知の化学プロセスを用いて合成すること
ができる。Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙは、ゾルゲル法、軽焼き、およびネッチュ・ツェーター・ミル



(27) JP 6506151 B2 2019.4.24

10

20

30

40

50

などを用いた機械粉砕によって合成することもできる。一実施形態では、Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙ
粉末は、約１ミクロン未満の粒径および約６ｍ２／ｇより大きい表面積を有する。別の実
施形態では、Ｓｒ－Ｃｏ２Ｙ粉末は、約１ミクロン未満の平均粒径および約６ｍ２／ｇよ
り大きい表面積を有する。
【０１８１】
　図２０がさらに示すように、方法２００は、冷間等方加圧、一軸加圧成形、押出などの
既知のプロセスによって六方晶フェライト粉末が圧縮されるステップ２０４をさらに含む
。また図２０に示されるように、六角形の粉末はその後、同じ材料について標準的な従来
の焼結温度よりも低い約１１００℃と１２５０℃との間の温度でステップ２０６において
燃焼される。結果として生じる材料は、好ましくは細粒六方晶フェライト材料である。
【０１８２】
　パワーアンプモジュールおよび無線装置
　図２１および図２２は、本開示の方法、材料および装置のうちのいずれかを用いて実現
された１つ以上の高周波装置を含むことができるパワーアンプモジュール１０および無線
装置１１をそれぞれ例示する。たとえば、パワーアンプモジュール１０および無線装置１
１は、限定はしないが共振周波数が上昇したアルカリがドープされたｙ相六方晶フェライ
ト、共振周波数が上昇したカリウムがドープされた六方晶フェライト、ナトリウム置換に
よって形成された磁気誘電ｙ相ストロンチウム六方晶フェライト材料、および高周波動作
のための酸化物を組込んだフェライト材料を組込む１本以上のアンテナ、変圧器、インダ
クタ、サーキュレータ、吸収装置、もしくは他のＲＦ装置、または本開示によって実現さ
れる他の装置を含むことができる。
【０１８３】
　図２１は、高周波（ＲＦ）信号を増幅するためのパワーアンプモジュール（ＰＡＭ）１
０の概略図である。例示されるパワーアンプモジュール１０は、ＲＦ信号（ＲＦ＿ＩＮ）
を増幅して、増幅されたＲＦ信号（ＲＦ＿ＯＵＴ）を生成する。
【０１８４】
　図２２は、例示的な無線またはモバイル装置１１の概略ブロック図である。図２２に描
かれた例示的な無線装置１１は、マルチバンド／マルチモード携帯電話機などのマルチバ
ンドおよび／またはマルチモード装置を表わすことができる。例として、モバイル通信用
グローバルシステム（ＧＳＭ（登録商標））規格は、世界の多くの地域で利用されている
デジタル移動体通信の様式である。ＧＳＭモード携帯電話機は、４つの周波数帯、８５０
ＭＨｚ（Ｔｘについておよそ８２４～８４９ＭＨｚ、Ｒｘについて８６９～８９４ＭＨｚ
）、９００ＭＨｚ（Ｔｘについておよそ８８０～９１５ＭＨｚ、Ｒｘについて９２５～９
６０ＭＨｚ）、１８００ＭＨｚ（Ｔｘについておよそ１７１０～１７８５ＭＨｚ、Ｒｘに
ついて１８０５～１８８０ＭＨｚ）、および１９００ＭＨｚ（Ｔｘについておよそ１８５
０～１９１０ＭＨｚ、Ｒｘについて１９３０～１９９０ＭＨｚ）のうち１つ以上において
動作することができる。ＧＳＭ帯域の変動および／または地域／国家的な実現例も世界の
異なる地域で利用されている。
【０１８５】
　符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）は、携帯電話装置において実現することができる別の規
格である。ある実現例では、ＣＤＭＡ装置は、８００ＭＨｚ、９００ＭＨｚ、１８００Ｍ
Ｈｚ、および１９００ＭＨｚ帯域のうち１つ以上で動作することができ、あるＷ－ＣＤＭ
Ａおよびロングタームエボリューション（ＬＴＥ）装置は、たとえば２２以上の高周波ス
ペクトル帯域上で動作することができる。
【０１８６】
　本開示の１つ以上の特徴は、前述の例示的なモードおよび／または帯域において、かつ
他の通信規格において実現することができる。たとえば、８０２．１１、２Ｇ、３Ｇ、４
Ｇ、ＬＴＥ、およびＡｄｖａｎｃｅｄ　ＬＴＥは、そのような規格の非限定的な例である
。データ速度を高めるために、無線装置１１は、６４個のＱＡＭ信号などの複雑な変調信
号を用いて動作することができる。
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【０１８７】
　ある実施形態において、無線装置１１は、スイッチ１２、トランシーバ１３、アンテナ
１４、電力増幅器１７ａ，１７ｂ、制御部品１８、コンピュータ読取り可能な媒体１９、
プロセッサ２０、バッテリ２１、およびパワー管理システム３０を含むことができ、いず
れも開示される材料の実施形態を含むことができる。
【０１８８】
　トランシーバ１３は、ＲＦ信号を生成してアンテナ１４を介して伝送することができる
。さらに、トランシーバ１３は、アンテナ１４からの入来ＲＦ信号を受信することができ
る。
【０１８９】
　ＲＦ信号の送受信に関連付けられた様々な機能性は、図２２においてトランシーバ１３
として一括して表わされる１つ以上の部品によって実現することができることが理解され
るであろう。たとえば、送受信機能性をもたらすように単一部品を構成することができる
。別の例では、送受信機能性は別個の部品によってもたらすことができる。
【０１９０】
　同様に、ＲＦ信号の送受信に関連付けられた様々な機能性は、図２２においてアンテナ
１４として一括して表わされる１つ以上の部品によって実現することができることが理解
されるであろう。たとえば、単一のアンテナを構成して送信機能性および受信機能性の双
方をもたらすことができる。別の例では、送受信機能性は別個のアンテナによってもたら
すことができる。さらに別の例では、無線装置１１に関連付けられた異なる帯域は、異な
るアンテナを用いて動作することができる。
【０１９１】
　図２２では、トランシーバ１３からの１つ以上の出力信号は、１つ以上の送信経路１５
を介してアンテナ１４に供給されるものとして描かれる。図示の例では、異なる送信経路
１５は、異なる帯域および／または異なる電力出力に関連付けられた出力経路を表わすこ
とができる。たとえば、図示の２つの例示的な電力増幅器１７ａ，１７ｂは、異なる電力
出力構造（たとえば低出力および高出力）に関連付けられた増幅、および／または異なる
帯域に関連付けられた増幅を表わすことができる。図２２は２つの送信経路１５および２
つの電力増幅器１７ａ，１７ｂを用いた構造を例示しているが、無線装置１１は、より多
いかもしくはより少ない送信経路１５および／またはより多いかもしくはより少ない電力
増幅器を含むように適合されることができる。
【０１９２】
　図２２では、アンテナ１４からの１つ以上の検出信号が、１つ以上の受信経路１６を介
してトランシーバ１３に供給されるものとして描かれる。図示の例では、異なる受信経路
１６は、異なる帯域に関連付けられた経路を表わすことができる。たとえば、図示の４つ
の例示的な受信経路１６は、いくつかの無線装置に備えられるクアッドバンド機能を表わ
すことができる。図２２は４つの受信経路１６を用いた構造を例示しているが、無線装置
１１は、より多いかまたはより少ない受信経路１６を含むように適合されることができる
。
【０１９３】
　受信経路と送信経路とのスイッチングを容易にするために、選択された送信または受信
経路にアンテナ１４を電気的に接続するようにスイッチ１２を構成することができる。し
たがって、スイッチ１２は、無線装置１１の動作に関連付けられた多くのスイッチング機
能性を提供することができる。ある実施形態では、スイッチ１２は、たとえば異なる帯域
間のスイッチング、異なる電源モード間のスイッチング、送信モードと受信モードとのス
イッチング、またはそれらの何らかの組合せに関連付けられた機能性を提供するように構
成された多くのスイッチを含むことができる。スイッチ１２は、信号のフィルタリングお
よび／または多重化を含む追加的な機能性を提供するように構成することもできる。
【０１９４】
　図２２は、ある実施形態において、スイッチ１２、電力増幅器１７ａ，１７ｂ、パワー
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管理システム３０、および／または他の動作部品の動作に関連付けられた様々な制御機能
性を制御するために制御部品１８を設けることができることを示す。
【０１９５】
　ある実施形態では、プロセッサ２０は、本願明細書に記載される様々なプロセスの実現
を容易にするように構成することができる。プロセッサ２０は、様々なコンピュータプロ
グラム命令を実行することができる。プロセッサ２０は、汎用コンピュータ、専用コンピ
ュータ、または他のプログラム可能なデータ処理機器であり得る。
【０１９６】
　ある実施形態では、これらのコンピュータプログラム命令は、命令がコンピュータ読取
り可能なメモリ１９に格納されるように、特定のやり方で動作するようプロセッサ２０を
導くことができるコンピュータ読取り可能なメモリ１９に格納されてもよい。
【０１９７】
　例示されている無線装置１１はパワー管理システム３０も含み、パワー管理システム３
０は、電力増幅器供給電圧を電力増幅器１７ａ，１７ｂの１つ以上に供給するために用い
ることができる。たとえば、パワー管理システム３０は、電力増幅器１７ａ，１７ｂに供
給される供給電圧を変化させて、電力付加効率（ＰＡＥ）などの効率を向上させるように
構成することができる。パワー管理システム３０は、平均パワートラッキング（ＡＰＴ）
および／またはエンベロープトラッキング（ＥＴ）を提供するために用いることができる
。さらに、以下にさらに詳細に説明されるように、パワー管理システム３０は、電力増幅
器１７ａ，１７ｂの１つ以上の段階のための電力増幅器供給電圧を生成するために用いら
れる１つ以上の低ドロップアウト（ＬＤＯ）レギュレータを含むことができる。例示され
ている実現例では、パワー管理システム３０は、トランシーバ１３によって生成された電
力制御信号を用いて制御される。ある構成では、電力制御信号は、トランシーバ１３によ
ってシリアルペリフェラルインターフェイス（ＳＰＩ）またはMobile Industry Processo
r Interface（ＭＩＰＩ）などのインターフェイスによってパワー管理システム３０に供
給される。
【０１９８】
　ある構造では、無線装置１１は、キャリアアグリゲーションを用いて動作し得る。キャ
リアアグリゲーションは、周波数分割二重化（ＦＤＤ）および時分割二重化（ＴＤＤ）の
双方に用いることができ、複数のキャリアまたはチャネル、たとえば５つまでのキャリア
を集約するために用いられ得る。キャリアアグリゲーションは、同じ使用周波数帯域内の
隣接したキャリアが集約される隣接アグリゲーションを含む。キャリアアグリゲーション
は非隣接であることもでき、共通の帯域内の周波数に、または異なる帯域に分離されたキ
ャリアを含むことができる。
【０１９９】
　以上の説明から、創意のある共振器が開示されていることが理解されるであろう。いく
つかの構成要素、技術および局面をある程度の詳細をもって説明してきたが、本開示の精
神および範囲から逸脱することなく、本願明細書に記載の具体的設計、構造および方法に
対する多くの変更ができるということは、明らかである。
【０２００】
　別々の実現例に関連して本開示において記載された特定の特徴は、組合わせて単一の実
現例において実施することもできる。逆に、単一の実現例に関連して説明されたさまざま
な特徴は、別々でまたは任意の適切な部分組合せで複数の実現例において実施することが
できる。さらに、上記の特徴が特定の組合わせで作用してもよいが、場合によって、特許
請求された組合わせから１つ以上の特徴をその組合わせから除外することができ、その組
合わせを任意の部分組合せとしてまたは任意の部分組合せの変形として請求することがで
きる。
【０２０１】
　また、方法は、特定の順序で図面に図示されまたは明細書に記載されたが、これらの方
法は、示された特定の順序または順番で行う必要がなく、望ましい結果を達成するために
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法は、例示の方法および処理に組込むことができる。たとえば、１つ以上の追加の方法は
、記載された方法の前でまたは後で行うことができ、記載された方法と同時に行うことが
でき、または記載された方法の間に行うことができる。さらに、方法は、他の実現例にお
いて再配列するまたは順序を変えることができる。また、上述の実現例においてさまざま
なシステム構成要素の分離は、すべての実現例において構成要素を分離する必要があると
理解されるべきではなく、一般的に、記載の構成要素およびシステムは、単一の製品に統
合されるかまたは複数の製品にパッケージ化されることができるように理解すべきである
。さらに、他の実現例は、本開示の範囲内に含まれる。
【０２０２】
　「できる」または「可能である」などの条件付き表現は、特に明記しない限りまたは使
用される文脈の理解に反しない限り、一般的に、特定の実施形態が、特定の特徴、要素お
よび／またはステップを含んでもよく含まなくてもよいということを意図している。した
がって、このような条件付き表現は、一般的に、これらの特徴、要素および／またはステ
ップが１つ以上の実施形態に必要されると意味していない。
【０２０３】
　「Ｘ、ＹおよびＺのうち少なくとも１つ」などの接続表現は、特に明記しない限りまた
は使用される文脈の理解に反しない限り、一般的に、そのアイテムまたはタームなどがＸ
、ＹまたはＺのいずれであってもよいということを意図している。したがって、そのよう
な接続表現は、一般的に、特定の実施形態において少なくとも１つのＸ、少なくとも１つ
のＹ、および少なくとも１つのＺが存在する必要があると意味していない。
【０２０４】
　本願明細書に使用された「およそ」、「約」、「一般的に」および「実質的に」などの
程度を示す表現は、明記された値、量または特徴に近いであり、所望の機能を実行するま
たは所望の結果を達成することができる特性、量または特徴を表す。たとえば、「およそ
」、「約」「一般的に」および「実質的に」という用語は、明記された量の１０％以下、
５％以下、１％以下、０．１％以下、または０．０１％以下である量を意味してもよい。
【０２０５】
　いくつかの実施形態は、添付の図面に関連して説明されてきた。図面は一定の縮尺で描
かれているが、縮尺が図面を限定するものではない。図示されているもの以外の寸法およ
び比率が考えられ、開示された発明の範囲内に含まれる。距離および角度などは、単なる
例示であり、必ずしも例示の装置の実際の寸法および配置の正確な関係を示すものではな
い。構成要素を追加、除外および／または再配置することができる。または、本願明細書
において、さまざまな実施形態に関連して開示された任意の特定の特徴、局面、方法、特
性、特徴、品質、属性および要素などは、本願明細書に記載されたすべての他の実施形態
に使用することができる。さらに、本願明細書に記載された任意の方法は、記載されたス
テップを実行するのに適した任意の装置を使用して実施され得ることが認識されるであろ
う。
【０２０６】
　複数の実施形態およびその変形は詳細に説明されてきたが、他の変更およびそれを使用
する方法は当業者にとって明らかであろう。したがって、さまざまな応用、変更、材料お
よび置換は、本願明細書の開示または特許請求の範囲から逸脱することなく、同等物であ
ることが理解されるべきである。
【符号の説明】
【０２０７】
　６０　配置図、６１　成形金型、６２　容積、６３　粉末、６４　配置図、６５　ピス
トン、６６　矢印、６７　中間圧縮形態、６８　配置図、６９　成形物。
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